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資料１

徳島県保健福祉部医療政策課

２０２５年に向けた地域医療構想の
推進に係る取組について

（推進区域（仮称）の設定）



都
道
府
県

○「地域医療構想」は、2025年に向け、病床の機能分化・連携を進めるために、医療機能
ごとに2025年の医療需要と病床の必要量を推計し、定めるもの。

○都道府県が「地域医療構想」の策定を開始するに当たり、厚生労働省で推計方法を含む
「ガイドライン」を作成。平成２７年３月に発出。

○「医療介護総合確保推進法」により、平成２７年４月より、都道府県が「地域医療構想」
を策定。平成２８年度中に全都道府県で策定済み。

※ 「地域医療構想」は、二次医療圏単位での策定が原則。

医療機能の報告等を活用し、「地域医療構想」を策定し、
更なる機能分化を推進

（「地域医療構想」の内容）

１．２０２５年の医療需要と病床の必要量
・高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能ごとに
医療需要と病床の必要量を推計

・在宅医療等の医療需要を推計
・都道府県内の構想区域（二次医療圏が基本）単位で推計

２．目指すべき医療提供体制を実現するための施策
例） 医療機能の分化・連携を進めるための施設設備、

在宅医療等の充実、医療従事者の確保・養成等

(機能が
見えに
くい) 

医
療
機
関

（B病棟）
急性期機能

（D病棟）
慢性期機能

（C病棟）
回復期機能

（A病棟）
高度急性期機能

○ 機能分化・連携については、
「地域医療構想調整会議」で議論・調整。

医療機能の現状と今後の
方向を報告（毎年１０月）

病床機能報告

回復期機能の
患者

高度急性期機能
の患者

慢性期機能の患者

急性期機能の患者医療機能
を自主的
に選択
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地域医療構想について



毎年度の病床機能報告
（各医療機関の現状の機能と2025年の予定）

地域医療構想で定める必要病床量
（2025年における「各病期の患者発生量」）
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地域医療構想の推進

地域医療構想調整会議を活用した
医療機関相互の協議

医療機関における自主的な取組

地域医療介護総合確保基金の活用

現状と将来の医療受療の比較

地域医療構想の実現に向けた取組とPDCA

（比較※）

（※）地域医療構想で推計した将来の病床の必要量と
病床機能報告の機能別病床数は、算出方法が異
なるため、単純比較できないことに留意が必要



本県における病床の機能分化・連携に係る支援
（地域医療介護総合確保基金）
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病床機能分化・連携促進基盤整備事業（地域医療介護総合確保基金 事業区分Ⅰ－１）

○県内に所在する医療機関が行う病床機能の分化・連携に資する施設又は設備の整備を支援することに
より、高度急性期から、急性期、回復期、慢性期、在宅医療に至るまで、一連のサービスを地域に
おいて総合的に確保することを目的とする。

徳島県内に所在する病院又は有床診療所の開設者

補助対象者補助対象者
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徳島県地域医療構想の達成に向け、病床機能の分化・連携を推進するために必要な病院等の施設又は
設備の整備（地域医療構想調整会議で合意された病床の機能分化・連携に係るものに限る）

補助対象事業補助対象事業

補助対象経費等補助対象経費等

施
設
整
備

補助対象経費：地域医療構想の達成に向けた病床機能の転換等を進めるため必要な新築、増改築
及び改修に要する工事費、工事請負費、委託料及び施工管理費等

補助基準額：①不足する病床機能への転換 ４，１７５千円／床
②過剰な病床機能の削減 ６，６８０千円／床
③過剰な病床機能の削減（削減率20%以上） ８，３５０千円／床

補 助 率：１／２

設
備
整
備

補助対象経費：地域医療構想の達成に向けた病床機能の転換等を進めるため必要な新築、増改築
及び改修に伴う医療機器等の備品購入費（１品の価格が１０万円以上の備品）

補助基準額：１施設当たり１０，８００千円
補 助 率：１／２



病床機能再編支援事業（地域医療介護総合確保基金 事業区分Ⅰ－２）

○地域医療構想の実現を図る観点から、地域医療構想調整会議及び医療審議会の合意を踏まえ、自主的に
行われる病床減少を伴う病床機能再編や、病床減少を伴う医療機関の統合等に取り組む際の財政支援
（給付金の支給）を実施する。

徳島県内に所在する病院又は有床診療所の開設者

支援対象者支援対象者
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支援対象事業支援対象事業

医療機関が地域医療構想に即した病床機能再編を行う場合、「減少する病床数」に応じた給付金を支給

単独支援給付金単独支援給付金

複数の医療機関が統合により、地域医療構想に即した病床機能再編を行う場合、当該統合に参加する医
療機関に「統合後に減少する病床数」に応じた給付金を支給

統合支援給付金統合支援給付金

複数の医療機関が統合により、地域医療構想に即した病床機能再編を行う場合、廃止医療機関の未返済
の債務を、統合後に存続する医療機関が新たに融資を受けて返済する際の当該「融資に係る利子の全部又
は一部に相当する額」を支給

債務整理支援給付金債務整理支援給付金

※病床機能再編後の対象３区分の許可病床数が、平成30年度病床機能報告における対象３区分として
報告された稼働病床数の合計の90％以下まで減少させる必要がある。



地域医療構想における必要病床量と
医療機関における対応方針・予定との比較

（東部医療圏）
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7

これまでの病床機能報告の結果と2025年予定（東部医療圏）

※各年度における病床機能報告の報告値（7月1日時点の機能として各医療機関が自主的に選択した機能の状況）をもとに作成
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必要病床量と対応方針・予定の比較（東部医療圏）

※2025年対応方針を基に作成
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東部医療圏
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本県における推進区域（仮称）等の設定について

推進区域（仮称）

（設定理由）
・バランスのとれた「医療機能の分化と連携」を推進するため、
引き続き、病床機能の転換等を進める必要があること

・県において、医療機関の「自主的な取組」を支援するため、
基金を活用した補助事業等の支援を継続していく必要があること

※南部医療圏、西部医療圏においては、総病床数や機能ごとの病床数が、
必要量に均衡してきており、現状の維持を図っていくことが必要

モデル推進区域（仮称）

設定なし


